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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第65期

第３四半期連結
累計期間

第66期
第３四半期連結

累計期間
第65期

会計期間

自　平成24年
１月１日

至　平成24年
９月30日

自　平成25年
１月１日

至　平成25年
９月30日

自　平成24年
１月１日

至　平成24年
12月31日

売上高（千円） 3,786,600 4,123,794 5,280,503

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△124,649 68,419 △72,689

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円）
△58,812 20,629 △10,805

四半期包括利益又は包括利益

（千円）
△114,587 197,655 11,419

純資産額（千円） 635,501 961,405 761,506

総資産額（千円） 6,495,120 6,843,336 6,430,768

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）

△4.95 1.74 △0.91

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円）
－ － －

自己資本比率（％） 8.7 11.8 10.6

　

回次
第65期

第３四半期連結
会計期間

第66期
第３四半期連結

会計期間

会計期間

自　平成24年
７月１日

至　平成24年
９月30日

自　平成25年
７月１日

至　平成25年
９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円）

△2.25 1.60

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等を含めておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

　

　第１四半期連結会計期間より、重要性が増したことにより、ＰＴ　ＪＲＭ　ＩＮＤＯＮＥＳＩＡが連結子会社とな

りました。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融政策によって輸出高や鉱工業生

産は緩やかですが回復傾向にあり、個人消費をはじめとした国内需要は堅調に推移していることから、企業収益の

改善など明るい兆しが見え始めております。しかしながら、円安による原油価格の高騰や、輸入原材料価格の上昇

が国内景気を下振れさせる懸念もあります。また、中国をはじめとした新興国経済の減速と欧州経済の不透明感は

ぬぐえない状況となっております。

この様な経済情勢のもと、当社グループでは固定費の抑制、コストの低減を進め、収益力の強化に取り組む一

方、新製品の開発に努め、業績の伸長と経営基盤の確立をめざしてまいりました。

当第３四半期連結累計期間の売上高は41億２千３百万円（前年同四半期比8.9%増）となりました。

地域別の内訳を示しますと、日本国内では31億８千３百万円、欧州では３億９千５百万円、アジアでは５億２千

１百万円、その他地域では23百万円となりました。

また、営業利益は84百万円（前年同期営業損失92百万円）、経常利益は68百万円（前年同期経常損失124百万

円）となりました。これは、自動車関連の受注が回復しハイブリッド自動車用電子部品及び省エネ設備としての

LED照明用電源の売上が順調に増えたことによります。

　

　セグメントの業績につきましては、当社グループは電子部品の単一セグメントであるため、記載を省略していま

す。

　

(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における連結総資産は、前連結会計年度末と比較して４億１千２百万円増加し68億

４千３百万円となりました。変動の主なものは、現金及び預金の189百万円の増加、受取手形及び売掛金の108百万

円の増加、土地の125百万円の増加、長期貸付金の104百万円の減少であります。

負債は前連結会計年度末と比較して212百万円増加し5,881百万円となりました。変動の主なものは、支払手形及

び買掛金の186百万円の増加、社債の135百万円の減少、長期借入金の85百万円の増加であります。

純資産は前連結会計年度末と比較して199百万円増加し、961百万円となりました。変動の主なものは為替換算調

整勘定の増加75百万円であります。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

　

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は216百万円であります。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 20,000,000

計 20,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成25年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成25年11月14日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 12,400,000 12,400,000
株式会社東京証券取引所

（市場第二部）

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

1,000株であります。

計 12,400,000 12,400,000 ― ―

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年７月１日～

平成25年９月30日
― 12,400,000 ― 724,400 ― 131,450

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することができま

せんので、直前の基準日である平成25年６月30日の株主名簿により記載しております。

①【発行済株式】

　 平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

　

完全議決権株式（自己株式等）

　

（自己保有株式）

　普通株式     　　20,000

　　

― ―

（相互保有株式）

　普通株式　  　1,390,000

　　

― ―

完全議決権株式（その他）
　普通株式

　  10,917,000

　

10,917
―

単元未満株式
　普通株式　　　

73,000
―

1,000株（１単元）未満

の株式である。

発行済株式総数 12,400,000 ― ―

総株主の議決権 ― 10,917 ―

　

（注）１．「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式247株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の「株式数」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式1,000株が含ま

れております。また、「完全議決権株式（その他）」の「議決権の数」欄には、この株式に係る議決権の数

１個が含まれております。

　

②【自己株式等】

　 平成25年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数

（株）

他人名義所有
株式数

（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

㈱日本抵抗器製作所
富山県南砺市北野2315番

地
20,000 ― 20,000 0.16

日本抵抗器販売㈱
東京都品川区南大井3丁

目28－3
489,000 10,000 499,000 4.02

マイクロジェニックス㈱
富山県砺波市三島町1－

10
273,000 97,000 370,000 2.98

㈱日本抵抗器大分製作所 大分県宇佐市住之江185 268,000 139,000 407,000 3.28

㈱サンジェニックス 富山県南砺市荒木1481 49,000 ― 49,000 0.40

㈱ファイン電子 富山県南砺市梅原6222-1 17,000 ― 17,000 0.14

ジェイアールエム㈱
東京都品川区南大井6丁

目20-7
― 48,000 48,000 0.39

計 ― 1,116,000 294,000 1,410,000 11.37

(注)　他人名義所有株式数欄に記載の株数は、日本抵抗器取引先持株会名義で保有している株式です。
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２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。　
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年７月１日から平

成25年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,653,762 1,843,147

受取手形及び売掛金
※1, ※2 1,424,291 ※1, ※2 1,532,867

電子記録債権 － 39,612

商品及び製品 174,800 191,493

仕掛品 32,672 36,574

原材料及び貯蔵品 663,452 752,659

未収入金 134,678 127,675

繰延税金資産 20,937 40,265

その他 23,296 34,461

貸倒引当金 △7,090 △15,180

流動資産合計 4,120,798 4,583,573

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 1,596,734 1,616,413

機械装置及び運搬具 1,245,227 1,321,345

工具、器具及び備品 1,150,162 1,177,345

土地 303,693 429,417

リース資産 127,505 135,014

減価償却累計額 △2,884,959 △3,065,391

有形固定資産合計 1,538,362 1,614,143

無形固定資産 21,732 19,484

投資その他の資産

投資有価証券 243,760 274,893

長期貸付金 125,114 20,773

繰延税金資産 238,501 188,406

その他 209,121 209,290

貸倒引当金 △83,600 △82,050

投資その他の資産合計 732,896 611,312

固定資産合計 2,292,990 2,244,939

繰延資産 16,980 14,824

資産合計 6,430,768 6,843,336

EDINET提出書類

株式会社日本抵抗器製作所(E01906)

四半期報告書

 8/15



（単位：千円）

前連結会計年度
(平成24年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成25年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,070,729 1,257,556

短期借入金 1,999,862 2,071,441

1年内償還予定の社債 145,000 145,000

リース債務 30,257 23,507

未払法人税等 5,440 19,816

受注損失引当金 920 1,388

賞与引当金 － 20,878

その他 113,507 80,872

流動負債合計 3,365,715 3,620,458

固定負債

社債 535,000 400,000

長期借入金 1,309,439 1,394,474

リース債務 46,028 29,535

繰延税金負債 4,209 2,019

退職給付引当金 407,954 434,528

その他 917 917

固定負債合計 2,303,547 2,261,473

負債合計 5,669,262 5,881,931

純資産の部

株主資本

資本金 724,400 724,400

資本剰余金 131,417 131,417

利益剰余金 5,453 25,805

自己株式 △179,183 △179,346

株主資本合計 682,087 702,276

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △456 31,705

為替換算調整勘定 343 75,789

その他の包括利益累計額合計 △113 107,494

少数株主持分 79,532 151,635

純資産合計 761,506 961,405

負債純資産合計 6,430,768 6,843,336
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

売上高 3,786,600 4,123,794

売上原価 2,918,055 3,153,351

売上総利益 868,545 970,443

販売費及び一般管理費 961,244 886,221

営業利益又は営業損失（△） △92,699 84,222

営業外収益

受取利息 1,661 1,584

受取配当金 3,907 3,930

不動産賃貸料 3,592 28,236

為替差益 2,587 5,505

その他 6,510 14,030

営業外収益合計 18,257 53,285

営業外費用

支払利息 38,944 39,351

賃貸資産減価償却費等 3,066 15,931

その他 8,197 13,806

営業外費用合計 50,207 69,088

経常利益又は経常損失（△） △124,649 68,419

特別利益

固定資産売却益 714 －

収用補償金 － 2,766

負ののれん発生益 22,561 －

特別利益合計 23,275 2,766

特別損失

固定資産除却損 1,183 320

投資有価証券評価損 448 －

減損損失 －
※ 2,080

特別損失合計 1,631 2,400

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△103,005 68,785

法人税、住民税及び事業税 6,689 20,444

法人税等調整額 △9,825 1,627

法人税等合計 △3,136 22,071

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△99,869 46,714

少数株主利益又は少数株主損失（△） △41,057 26,085

四半期純利益又は四半期純損失（△） △58,812 20,629
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成24年１月１日
　至　平成24年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成25年１月１日
　至　平成25年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△99,869 46,714

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △10,106 48,508

為替換算調整勘定 △4,612 102,433

その他の包括利益合計 △14,718 150,941

四半期包括利益 △114,587 197,655

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △73,997 127,980

少数株主に係る四半期包括利益 △40,590 69,675
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　連結の範囲に関する事項の変更

(1）第１四半期連結会計期間より、重要性が増したことにより、ＰＴ　ＪＲＭ　ＩＮＤＯＮＥＳＩＡが連結子会社とな

りました。

(2）変更後の連結子会社の数

　　10社　

　

【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更） 

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成25年１月１日以後に取得

した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる損益に与える影響は、軽微であります。　

　

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１　受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成24年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成25年９月30日）

受取手形割引高 217,394千円 195,124千円

　

※２　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、前四半期連結会計期間末日が金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理しております。前四半期連結会計期間末日満期手形の金額は、

次のとおりであります。

　
前連結会計年度

（平成24年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成25年９月30日）

受取手形割引高 10,689千円 －千円

　　

（四半期連結損益計算書関係）

※　減損損失

　当第３四半期連結累計期間において、当社は以下の資産について減損損失（2,080千円）として特別損失に

計上しております。

場所 用途 種類
減損損失

（千円）

富山県南砺市 遊休資産 土地 2,080

　資産のグルーピングは、事業の部門別区分に基づき決定しており、遊休資産については、個々の資産ごとに

減損損失の認識の判定及び測定を決定しております。

　遊休資産については、現時点において今後の稼働見込みが乏しいと判断したことから、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し当該減少価額を減損損失として特別損失に計上しております。減損損失の内訳は土地2,080

千円であります。

回収可能価額の算定方法

　当該資産の回収可能価額は、正味売却価額により測定しており、固定資産税評価額に基づき合理的に調整

した価額等により算出しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　　　　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成24年１月１日
至 平成24年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日）

減価償却費 134,775千円 151,826千円

　

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成24年１月１日至　平成24年９月30日）

配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成25年１月１日至　平成25年９月30日）

配当に関する事項

　該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社グループ(当社及び連結子会社)は、電子部品の製造・販売及び付帯業務の単一事業であります。従いまし

て、開示対象となるセグメントはありませんので記載を省略しています。

　

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成24年１月１日
至　平成24年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成25年１月１日
至　平成25年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△）
△4円95銭 1円74銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（千円）
△58,812 20,629

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）　　（千円）
△58,812 20,629

普通株式の期中平均株式数（千株） 11,891 11,883

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　
　

　平成25年11月12日

株式会社日本抵抗器製作所

取締役会　御中　
　

仰星監査法人

代表社員
業務執行社員　 公認会計士 向山　典佐　　印

　 　

代表社員　
業務執行社員　 公認会計士 塚崎　俊博　　印

　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本抵

抗器製作所の平成25年１月１日から平成25年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年７月１日

から平成25年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年１月１日から平成25年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社日本抵抗器製作所及び連結子会社の平成25年９月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管している。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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